
国土交通省の液状化対策に関する取組について 

参考資料 

関係学会とも連携して「液状化対策技術検討会議」において検討し 下記の成果

各種の社会基盤施設等に共通する技術的事項の検討各種の社会基盤施設等に共通する技術的事項の検討  

関係学会とも連携して「液状化対策技術検討会議」において検討し、下記の成果
をとりまとめ。 

・ 現行の液状化判定法（ＦＬ法）は、今回地震についても液状化発生を概ね整合
して判定できる（見逃さない）結果して判定できる（見逃さない）結果。

・ 現行の液状化判定法（ＦＬ法）を直ちに見直す必要性は低いことを確認。 

・ 今後、液状化判定法等の高度化に向けて、更なる研究が必要。 

公共インフラ公共インフラ 住宅・宅地住宅・宅地

・ 施設の特性を踏まえて、各技術
基準のあり方を検討する。 

・ 有識者の意見や、地方公共団体の地盤
の液状化等に対する対応方針を踏まえつ
つ 工法やコスト削減方策等を含め 公共

 
・ 各施設において、本復旧に合わ

せ、必要な液状化対策を実施す
る

つ、工法やコスト削減方策等を含め、公共
施設と隣接宅地等との一体的な液状化対
策について検討する。 

・ 住宅性能表示制度を活用した住宅購入
る。 者等への液状化関係の情報提供について

検討する。 


